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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

１．従業者の基準及び従業者数  

従 

う 

べ 

き 

基 

準 

 � 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の従業者の員数

及び管理者 
人数 ・提供時間帯を通じて１人以上 

・１人以上は、常勤の看護師、介護

福祉士等 

・専従。ただし、利用者の処遇に支

障がない場合は、当該事業所の定

期巡回若しくは訪問看護、同一敷

地内の訪問介護事業所等の職務

又は利用者以外からの通報受付

業務に従事可。 

・午後６時から午前８時までの間、

利用者に対する随時対応サービス

の提供に支障がない場合は、随時

訪問サービスに従事可。 

資格 看護師、介護福祉士その他厚生

労働大臣が定める者。ただし、利

用者の処遇に支障がない場合で、

提供時間帯を通じて、看護師、介

護福祉士等又は看護職員との連

携を確保しているときは、サービス

提供責任者に３年以上従事した経

験を有する者で充当可。 

� オペレーター 

併
設
さ
れ
て
い
る
他
の
施
設
等
の
職
員
を
充
て
る

こ
と
が
で
き
る
場
合 

午後６時から午前８時までの間、以

下の施設等の職員を充当可。 

①短期入所生活介護事業所 

②短期入所療養介護事業所 

③特定施設 

④小規模多機能型居宅介護事業

所 

⑤認知症対応型共同生活介護事

業 

⑥地域密着型特定施設 

⑦地域密着型介護老人福祉施設 

⑧複合型サービス事業所 

⑨介護老人福祉施設 

⑩介護老人保健施設 

⑪介護療養型医療施設 

� 定期巡回サービ

ス を行う 訪問介

護員等 

交通事情、訪問頻度等を勘案し、利用者に

適切に定期巡回サービスを提供するために

必要な数以上 

� 随時訪問サービ

ス を行う 訪問介

護員等 

・提供時間帯を通じて専従で１人以上。ただ

し、利用者の処遇に支障がない場合は、定

期巡回サービス又は同一施設内の訪問介

護事業所等の職務に従事可。 

・オペレーターが随時訪問に従事している

場合に支障がないときは、午後６時から午前

８時まで訪問介護員等を置かなくて可。 

� 訪問看護サービ

スを行う保健師、

看護師又は准看

護師 

・常勤換算方法で２．５以上 

・１人以上は、常勤の保健師又は看護師 

・１人以上は、提供時間帯を通じて、当該事

業者との連絡体制が確保された者。 

※連携型の場合、適用除外（第３条の４１） 

� 訪問看護サービ

ス を行う 理学療

法士、作業療法

士又は言語聴覚

士 

実情に応じた適当数 

※連携型の場合、適用除外（第３条の４１） 

第３条の４、第３条の５ 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

� 計画作成担当者 従業者であり、看護師、介護福祉士等であ

るもののうち１人以上。 

� 管理者 常勤専従。ただし、管理上支障がない場

合、当該事業所の他の職務に従事、又は同

一敷地内の他の事業所、施設等の職務に

従事可。  

従 

う 

べ 

き 

基 
準 

 � 夜間対応型訪問介護の従業者の員数及び管理者 
人数 ・１人以上及び利用者の面接その

他の業務を行う者として１人以上。

ただし、利用者の処遇に支障がな

い場合、オペレーターは、定期巡

回サービス、同一敷地内の訪問介

護事業所等の職務又は利用者以

外からの通報受付業務に従事可。 

� オペレーター 

資格 看護師、介護福祉士その他厚生

労働大臣が定める者。ただし、利

用者の処遇に支障がない場合で、

提供時間帯を通じて、これらの者と

の連携を確保しているときは、３年

以上サービス提供責任者の業務

に従事した経験を有する者で充当

可。 

� 定期巡回サービ

ス を行う 訪問介

護員等 

交通事情、訪問頻度等を勘案し、利用者に

適切に定期巡回サービスを提供するために

必要な数以上。 

� 随時訪問サービ

ス を行う 訪問介

護員等 

・提供時間帯を通じて専従で１人以上。ただ

し、利用者の処遇に支障がない場合、当該

事業所の定期巡回サービス又は同一敷地

内の訪問介護事業所等の職務に従事可。 

� 管理者 常勤専従。ただし、事業所の管理上支障が

ない場合、当該事業所の他の職務又は同

一敷地内の他の事業所、施設等の職務に

従事可。また、日中のオペレーションセンタ

ーサービスを実施する場合であって、訪問

介護事業者の指定を併せて受け一体的に

運営するときは、訪問介護事業所の職務に

従事可。  

第６条、第７条 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

 � 単独型・併設型認知症対応型通所介護の従業者の員

数及び管理者 
� 生活相談員 提供日ごとに、介護を提供している時間帯

に生活相談員が勤務している時間の合計を

当該介護を提供している時間帯の時間で除

した数が１以上確保されるために必要と認め

られる数。 

� 看護師若しくは

准看護師又は介

護職員 

・単位ごとに、専ら当該介護の提供に当たる

看護職員又は介護職員が１人以上及び当

該介護を提供している時間帯に看護職員又

は介護職員が勤務している時間の合計を当

該介護を提供している時間で除した数が１

以上確保されるために必要と認められる数。 

・単位ごとに、常時１人以上。 

・利用者の処遇に支障がない場合は、他の

単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護の単位の看護職員又は介護職員として従

事可。 

・１人以上常勤 

� 機能訓練指導員 ・１人以上。 

・日常生活を営むのに必要な機能の減退を

防止するための訓練を行う能力を有する

者。 

・当該事業所の他の職務へ従事可。 

� 単位 同時に１又は複数の利用者に対し一体的に

提供が行われるもので利用定員が１２人以

下。 

� 管理者 ・専従常勤。ただし、事業所の管理上支障

がない場合、当該事業所の他の職務に従

事し、又は同一敷地内の他の事業所、施設

等の職務に従事可。 

・適切な介護の提供に必要な知識及び経験

を有する者で、厚生労働大臣が定める研修

を修了している者。  

第４２条、第４３条 

従 

う 

べ 

き 

基 

準 

 � 共用型認知症対応型通所介護の従業者の員数及び管

理者 
� 従業者 認知症対応型共同生活介護事業所若しく

は介護予防認知症対応型共同生活介護

事業所の居間若しくは食堂又は地域密着

型特定施設若しくは地域密着型介護老人

福祉施設の食堂若しくは共同生活室にお

いて、利用者、入居者又は入所者の数と

当該共用型認知症対応型通所介護又は

共用型介護予防認知症対応型通所介護

の利用者の合計数について、それぞれの

人員基準を満たすために必要な数以上。 

� 管理者 ・専従常勤。ただし、事業所の管理上支障

がない場合、当該事業所の他の職務に従

事し、又は同一敷地内の他の事業所、施

設等の職務に従事可。 

・適切な介護の提供に必要な知識及び経

験を有する者で、厚生労働大臣が定める

研修を修了している者。  

第４５条、第４７条 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

従 

う 

べ 

き 

基 

準 

 � 小規模多機能型居宅介護の従業者の員数、管理者及

び代表者 
通 い サ

ービス 

常勤換算で、利用者数３

人に対し１人以上。 

 

 

夜 間 及

び 深 夜

以 外 の

時間帯 

 

 

 

訪 問 サ

ービス 

常勤換算で１人以上。 

※サテライト型事業所にお

いては、本体事業所の

職員により登録者の処

遇が適切に行われると

認められるときは、１人

以上で可。 

勤 務

（ 宿 直

勤 務 除

く） 

１人以上。 

 

 

 

 

宿 直 勤

務 

必要な数以上。 

※サテライト型事業所につ

いては、本体事業所に

おいて、宿直勤務を行う

小規模多機能型居宅介

護従業者又は複合型サ

ービス従業者により登録

者の処遇が適切に行わ

れると認められるときは

置かなくても可。 

� 従業者 

   

 

 

 

 

 

 

 

夜 間 及

び深夜 

 

 

 

 

 

その他 

宿泊サービスの利用者が

いない場合、勤務並びに

宿 直 勤 務 の 従 業 員 １ 人

可。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１

人

以

上

常

勤 

� 従業者のうち看

護師又は准看護

師 

１人以上。 

※サテライト型事業所については、本体事

業所の看護師又は准看護師により登録

者の処遇が適切に行われると認められる

ときは、看護師又は准看護師を置かなく

ても可。 

� 従業者のうち計

画作成担当者 

登・登録者のサービス計画作成に専従する介

護支援専門員。ただし、利用者の処遇に支

障がない場合、当該事業所の他の職務に

従事し、又は併設する以下の施設等の職務

に従事可。 

一 ①認知症対応型共同生活介護事業所 

二 ②地域密着型特定施設 

三 ③地域密着型介護老人福祉施設 

四 ④介護療養型医療施 

・厚生労働大臣が定める研修を修了してい

る者。 

※サテライト型事業所については、本体事

業所の介護支援専門員により当該サテラ

イト型事業所の登録者の計画作成が適切

に行われるときは、介護支援専門員に代

えて、厚生労働大臣が定める研修を修了

している者で可。 

� 併設施設等での

職務 

指当該事業所及び以下の併設施設等が人員

基準を満たす場合、併設施設等の職務に

従事可。 

一 ①認知症対応型共同生活介護事業所 

二 ②地域密着型特定施設 

三 ③地域密着型介護老人福祉施設 

④介護療養型医療施設 

 

第６３条、第６４条、第６５条 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

従 

う 

べ 

き 

基 

準 

 � 管理者  ・専従常勤。ただし、事業所の管理上支障

がない場合、当該事業所の他の職務に従

事し、又は併設する上記施設等の職務若し

くは同一敷地内の定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所の職務に従事可。 

 ・特別養護老人ホーム、老人デイサービスセ

ンター、介護老人保健施設、小規模多機能

型居宅介護事業所、認知症対応型共同生

活介護事業所、複合型サービス事業所等

の従業者又は訪問介護員等で３年以上認

知症者の介護に従事した経験を有する者

で、厚生労働大臣が定める研修を修了して

いる者。 

本※本体事業所の管理上支障がない場合、サ

テライト型事業所の管理者に本体事業所の

管理者充当可。 

� 代表者  特別養護老人ホーム、老人デイサービスセ

ンター、介護老人保健施設、小規模多機能

型居宅介護事業所、認知症対応型共同生

活介護事業所、複合型サービス事業所等

の従業者、訪問介護員等として認知症者の

介護に従事した経験を有する者又は保健

医療サービス若しくは福祉サービスの経営

に携わった経験を有する者で、厚生労働大

臣が定める研修を修了している者。 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

従 

う 

べ 

き 

基 

準 

 � 複合型サービスの従業者の員数、管理者及び代表者 

通 い サ

ービス 

常勤換算で、利用者数

３人に対し１人以上。 

夜 間 及

び 深 夜

以 外 の

時間帯 
訪 問 サ

ービス 

常勤換算で２人以上。 

勤 務

（ 宿 直

勤 務 除

く） 

１人以上。 

宿 直 勤

務 

必要な数以上。 

 

� 従業者 

   

 

 

 

 

 

夜 間 及

び深夜 その他 宿泊サービスの利用者

がいない場合、必要な

連絡体制を整備してい

れば、勤務並びに宿直

勤務に当たる従業者を

置かないこと可。 

通
い
・訪
問
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
当
た
る 

従
業
者
の
う
ち
、
１
人
以
上
は
看
護
職
員 

� 従業者のうち、保

健師、看護師又

は准看護師 

・常勤換算で２．５以上の者。 

・常勤の保健師又は看護師が１人以上。 

� 従業者のうち計

画作成担当者 

登・登録者のサービス計画作成に専従する介

護支援専門員。ただし、利用者の処遇に支

障がない場合、当該事業所の他の職務に

従事し、又は併設する以下の施設等の職務

に従事可。 

一 ①認知症対応型共同生活介護事業所 

二 ②地域密着型特定施設 

三 ③地域密着型介護老人福祉施設 

四 ④介護療養型医療施 

・厚生労働大臣が定める研修を修了してい

る者。 

� 併設施設等での

職務 

指当該事業所及び以下の併設施設等が人員

基準を満たす場合、併設施設等の職務に

従事可。 

一 ①認知症対応型共同生活介護事業所 

二 ②地域密着型特定施設 

三 ③地域密着型介護老人福祉施設 

④介護療養型医療施設 

� 管理者  ・専従常勤。ただし、事業所の管理上支障が

ない場合、当該事業所の他の職務に従事

し、又は同一敷地内にある他の事業所、施

設等若しくは併設する上記施設等の職務に

従事可。 

 ・特別養護老人ホーム、老人デイサービスセ

ンター、介護老人保健施設、小規模多機能

型居宅介護事業所、認知症対応型共同生

活介護事業所、複合型サービス事業所等の

従業者又は訪問介護員等として３年以上認

知症者の介護に従事した経験を有する者

で、厚生労働大臣が定める研修を修了して

いる者、又は保健師若しくは看護師。 

� 代表者  特別養護老人ホーム、老人デイサービスセ

ンター、介護老人保健施設、小規模多機能

型居宅介護事業所、認知症対応型共同生

活介護事業所、複合型サービス事業所等の

従業者、訪問介護員等として認知症者の介

護に従事した経験を有する者又は保健医療

サービス若しくは福祉サービスの経営に携

わった経験を有する者で、厚生労働大臣が

定める研修を修了している者、又は保健師

若しくは看護師。  

第１７１条、第１７２条、第１７３条 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

従 

う 

べ 

き 

基 

準 

 � 認知症対応型共同生活介護の従業者の員数、管理者

及び代表者 
夜 間 及 び

深 夜 以 外

の時間帯 

共同生活住居ごとに、常勤換算

で、利用者数３人に対し１人以上。 

� 従業者 

   

夜 間 及 び

深夜 

共同生活住居ごとに、１人以上の

介護従業者に夜間及び深夜の勤

務(宿直勤務を除く)を行わせるた

めに必要な数以上。 

１
人
以
上
の
者
は
常
勤 

� 従業者のうち計

画作成担当者 

・共同生活住居ごとに、保健医療サービス又

は福祉サービスの利用計画作成に関し知識

及び経験を有し、当該計画作成を担当させる

のに適当と認められる者の専従。ただし、利

用者の処遇に支障がない場合、当該共同生

活住居における他の職務に従事可。 

・厚生労働大臣が定める研修を修了している

者。 

・１人以上の者は、介護支援専門員。ただし、

併設する小規模多機能型居宅介護事業所又

は複合型サービス事業所の介護支援専門員

との連携を図ることで当該事業所の効果的な

運営を期待することができる場合で、利用者

の処遇に支障がないときは、これを置かない

こと可。 

・上記介護支援専門員は、介護支援専門員

でない他の計画作成担当者の業務を監督。 

・介護支援専門員でない計画作成担当者

は、特別養護老人ホームの生活相談員や介

護老人保健施設の支援相談員その他の認知

症者の介護サービス計画作成に関し実務経

験を有すると認められる者で充当可。 

� 併設施設での

職務 

小規模多機能型居宅介護事業所又は複合

型サービス事業所が併設されている場合で、

当該事業所が上記人員基準を満たすほか、

それぞれの併設施設が人員基準を満たす従

業者を置いていれば、それぞれの併設施設

の職務に従事可。 

� 管理者 ・共同生活住居ごとに専従常勤。ただし、管

理上支障がない場合、当該共同生活住居の

他の職務に従事し、又は同一敷地内の他の

事業所、施設等若しくは併設する小規模多機

能型居宅介護事業所若しくは複合型サービ

ス事業所の職務に従事可。 

・適切な介護を提供するために必要な知識及

び経験を有し、特別養護老人ホーム、老人デ

イサービスセンター、介護老人保健施設、認

知症対応型共同生活介護事業所等の従業

者又は訪問介護員等として、３年以上認知症

者の介護に従事した経験を有する者で、厚生

労働大臣が定める研修を修了している者。 

� 代表者  特別養護老人ホーム、老人デイサービスセン

ター、介護老人保健施設、認知症対応型共

同生活介護事業所等の従業者若しくは訪問

介護員等として、認知症者の介護に従事した

経験を有する者又は保健医療サービス若しく

は福祉サービスの提供を行う事業の経営に携

わった経験を有する者で、厚生労働大臣が定

める研修を修了している者。  

第９０条、第９１条 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

 � 地域密着型特定施設入居者生活介護の従業者の員数

及び管理者 
� 生活相談員 ・１人以上。 

・１人以上は常勤。 

※サテライト型の場合、本体施設による入居

者の処遇が適切に行われると認められる

とき、置かないこと可。 

※サテライト型の場合、職務の遂行に支障

がない場合、同一敷地内の他の事業所、

施設等の職務に従事可。 

� 看護師若しくは

准看護師又は介

護職員 

・合計数は、常勤換算で、利用者数３人に対

し１人以上。 

・看護職員は、常勤換算で１人以上、常勤で

１人以上。 

・介護職員は、常に１人以上確保、常勤で１

人以上。 

※サテライト型の場合、常勤換算で１人以  

上。 

※サテライト型の場合、職務の遂行に支障

がない場合、同一敷地内の他の事業所、

施設等の職務に従事可。 

� 機能訓練指導員 ・１人以上。 

・日常生活を営むのに必要な機能の減退を

防止するための訓練を行う能力を有する

者。 

・当該施設の他の職務に従事可。 

※サテライト型の場合、本体施設での入居

者の処遇が適切に行われると認められる

ときは、置かないこと可。 

※サテライト型の場合、職務の遂行に支障

がない場合、同一敷地内の他の事業所、

施設等の職務に従事可。 

� 計画作成担当者 ・１人以上。 

・専従の介護支援専門員。ただし、利用者

の処遇に支障がない場合、当該施設におけ

る他の職務に従事可。 

※サテライト型の場合、本体施設での入居

者の処遇が適切に行われると認められる

ときは、置かないこと可。 

※サテライト型の場合、職務の遂行に支障

がない場合、同一敷地内の他の事業所、

施設等の職務に従事可。 

※併設される小規模多機能型居宅介護事

業所又は複合型サービス事業所の介護

支援専門員により当該施設の利用者の処

遇が適切に行われると認められるときは、

これを置かないこと可。 

� 併設施設での職

務 

小規模多機能型居宅介護事業所又は複合

型サービス事業所が併設されている場合

で、当該事業所が上記人員基準を満たすほ

か、それぞれの併設施設が人員基準を満た

す従業者を置いているときは、それぞれの

併設施設の職務に従事可。  

第１１０条、第１１１条 

従 

う 

べ 

き 

基 

準 

 � 管理者 専従。ただし、管理上支障がない場合、当

該施設の他の職務に従事し、又は同一敷地

内の他の事業所、施設等、本体施設の職務

若しくは併設する小規模多機能型居宅介護

事業所又は複合型サービス事業所の職務

に従事可。  
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

従 

う 

べ 

き 

基 

準 

 � 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の従業

者の員数 
� 医師 入所者に対し健康管理及び療養上の指導

を行うために必要な数。 

※サテライト型居住施設においては、本体

施設の医師で当該サテライト型居住施設

入所者の健康管理が適切に行われると認

められるときは、置かないこと可。 

� 生活相談員 常勤１人以上。 

※サテライト型居住施設においては、常勤

換算で１人以上。 

※※サテライト型居住施設においては、本体施

設の職員で当該サテライト型居住施設入

所者の処遇が適切に行われると認められ

るときは、以下の職員を置かないこと可。 

一 ①介護老人福祉施設 栄養士、機能訓練

指導員又は介護支援専門員 

二 ②介護老人保健施設 支援相談員、栄養

士、理学療法士若しくは作業療法士又は

介護支援専門員 

③病院 栄養士(病床数１００以上に限

る。)又は介護支援専門員(介護療養型医

療施設に限る。) 

� 介護職員又は看

護師若しくは准

看護師 

・総数は、常勤換算で、入所者数３人に対し１

人以上。 

・看護職員は、常勤１人以上。（サテライト型

居住施設の場合、常勤換算で１人以上。） 

・介護職員は、常勤１人以上。 

� 栄養士 １人以上。 

※サテライト型居住施設においては、本体施

設の職員で当該サテライト型居住施設入

所者の処遇が適切に行われると認められ

るときは、以下の職員を置かないこと可。 

一 ①介護老人福祉施設 栄養士、機能訓練

指導員又は介護支援専門員 

二 ②介護老人保健施設 支援相談員、栄養

士、理学療法士若しくは作業療法士又は

介護支援専門員 

③病院 栄養士(病床数１００以上に限る。)

又は介護支援専門員(介護療養型医療施

設に限る。) 

� 機能訓練指導員 ・１人以上。 

・日常生活を営むのに必要な機能を改善

し、又はその減退を防止するための訓練を

行う能力を有すると認められる者。 

・当該施設の他の職務に従事可。 

※サテライト型居住施設においては、本体施

設の職員で当該サテライト型居住施設入

所者の処遇が適切に行われると認められ

るときは、以下の職員を置かないこと可。 

一 ①介護老人福祉施設 栄養士、機能訓練

指導員又は介護支援専門員 

二 ②介護老人保健施設 支援相談員、栄養

士、理学療法士若しくは作業療法士又は

介護支援専門員 

③病院 栄養士(病床数１００以上に限る。)

又は介護支援専門員(介護療養型医療施

設に限る。)  

第１３１条  
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

従 

う 

べ 

き 

基 

準 

 � 介護支援専門員 ・専従常勤１人以上。ただし、入所者の処遇

に支障がない場合、当該施設の他の職務

に従事可。 

※サテライト型居住施設においては、本体施

設の職員で当該サテライト型居住施設入

所者の処遇が適切に行われると認められ

るときは、以下の職員を置かないこと可。 

一 ①介護老人福祉施設 栄養士、機能訓練

指導員又は介護支援専門員 

二 ②介護老人保健施設 支援相談員、栄養

士、理学療法士若しくは作業療法士又は

介護支援専門員 

③病院 栄養士(病床数１００以上に限る。)

又は介護支援専門員(介護療養型医療施

設に限る。) 

・短期入所生活介

護事業所 

・介護予防短期入

所生活介護事業所 

当該地域密着型介

護老人福祉施設の

医師により、左記事

業所の利用者の健

康管理が適切に行

われると認められる

ときは、左記事業所

にこれを置かないこ

と可。 

・通所介護事業所 

・介護予防通所介

護事業所 

・短期入所生活介

護事業所等 

・併設型認知症対

応型通所介護事業

所 

・併設型介護予防

認知症対応型通所

介護事業所 

当該地域密着型介

護老人福祉施設の

生活相談員、栄養

士又は機能訓練指

導員により、左記事

業所等利用者の健

康管理が適切に行

われると認められる

ときは、左記事業所

等にこれらを置かな

いこと可。 

� 事業所を併設す

る場合の人員基

準の緩和 

・小規模多機能型

居宅介護事業所 

・複合型サービス事

業所 

左記併設事業所の

介護支援専門員に

より、当該地域密着

型介護老人福祉施

設の利用者の処遇

が適切に行われると

認められるときは、こ

れ を 置 か な い こ と

可。 

従事者は専従。ただし、地域密着型介護老

人福祉施設及びユニット型介護老人福祉

施設を併設する場合又は地域密着型介護

老人福祉施設及びユニット型地域密着型

介護老人福祉施設を併設する場合の介護

職員及び看護職員を除き、入所者の処遇

に支障がない場合は、この限りでない。 

� その他 

小規模多機能型居宅介護事業所、複合型

サービス事業所又は介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所が併設される場合は、

当該地域密着型介護老人福祉施設が人員

基準を満たす従業者を置くほか、当該小規

模多機能型居宅介護事業所等に人員基準

を満たす従業者が置かれているときは、当

該地域密着型介護老人福祉施設の従業者

は、当該小規模多機能型居宅介護事業所

等の職務に従事可。  
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

２．定員（利用定員）、居室等の床面積  

 � 共用型認知症対応型通所介護の利用定員 
� 利用定員 認知症対応型共同生活介護事業所、介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所、地域密着

型特定施設又は地域密着型介護老人福祉施設

ごとに１日当たり３人以下。  

第４６条第１項 

� 小規模多機能型居宅介護の登録定員、利用定員、宿

泊室の床面積 
� 登録定員 ２５人以下。 

※サテライト型の場合、１８人以下。 

通 い サ

ービス 

登録定員の１／２から１５人まで 

※サテライト型の場合は登録定員の１／２

から１２人まで 

� 利 用 定

員   

 

宿 泊 サ

ービス 

通いサービスの利用定員の１／３から９人

まで 

※サテライト型の場合は利用定員の１／３

から６人まで 

� 宿泊室 個室 床面積は、７．４３㎡以上。  

第６６条、第６７条第１項（宿泊室）・第２

項第２号ロ 

� 複合型サービスの宿泊室の床面積 
� 宿泊室 個室 床面積は、７．４３㎡以上。ただし、事業所

が病院又は診療所で定員が１人である宿

泊室の床面積は、６．４㎡以上。  

第１７５条第２項第２号ロ 

� 認知症対応型共同生活介護の居室の床面積 
� 居室 床面積は、７．４３㎡以上。  

第９３条第２項（居室）・第４項 

従 

う 

べ 

き 

基 

準 

� 地域密着型介護老人福祉施設の居室の床面積 
� 居室 利用者１人当たりの床面積が１０．６５㎡以上。

ユニット型の２人居室の場合は、２１．３㎡以上

を標準。  

第１３２条第１項第１号ロ、第１６０条第１

項第１号イ(３) (ⅰ) 

３．サービスの適切な利用・適切な処遇・安全確保・秘

密保持等 
 

� サービス内容・手続の説明と同意 第３条の７第１項（準用する場合を含

む。） 

� サービス内容･手続の同意と契約の締結等 第１１３条 

� サービス提供拒否の禁止 第３条の８（準用する場合を含む。）、第１

１４条第１項 

従 

う 

べ 

き 

基 

準 

� 他の事業者が提供する介護サービス利用を妨げるこ

との禁止   

  

第１１４条第２項 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

すべての地域密着型サービス すべての地域密着型サービス 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型

訪問介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護、ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護、小規模多機能型居宅介護、複合型

サービス、認知症対応型通所介護、認知症対応型共

同生活介護 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

� 同居家族に対するサービス提供の禁止 

 

 

� 訪問介護員等・看護師等がその同居親族に対してサービス提供

することを禁止。  

第３条の２５（準用する場合を含む。） 

� 秘密保持等 

 

 

� 従業者が正当な理由なく業務上知りえた利用者やその家族の

秘密を漏らすことを禁止。従業者や退職者が秘密を漏らすことが

ないよう事業者が講ずる必要な措置。 

� 利用者やその家族の個人情報利用に関する事前の同意。  

第３条の３３（準用する場合を含む。）、第

１５３条（準用する場合を含む。） 

� 事故発生時の対応 

 

 

� 事故が発生した場合における市町村、当該利用者の家族、居宅

介護支援事業者等への連絡及び必要な措置。 

� 事故状況及び事故に際して採った処置を記録。 

� 賠償すべき事故が発生した場合の速やかな賠償。  

第３条の３８（準用する場合を含む。）、第

１５５条（準用する場合を含む。） 

� 主治医との関係 

 

 

 

第３条の２３（訪問看護計画書及び訪問

看 護 報 告 書 の 提 出に 係る 部 分 を 除

く。）、第１７８条（訪問看護計画書及び訪

問看護報告書の提出に係る部分を除

く。） 

� 身体的拘束等の制限 

 

 

 

 

 

 
� 当該利用者や他の利用者等の生命・身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他の行動制限を行う

ことを禁止。 

� やむを得ず身体的拘束等を行う場合の態様及び時間、利用者

の心身の状況並びにやむを得ない理由を記録。  

第７３条第５項・第６項、第９７条第５項・

第６項、第１１８条第４項・第５項、第１３７

条第４項・第５項、第１７７条第５項・第６

項 

従 

う 

べ 

き 

基 

準 

� 利用者の負担で行う従業者以外の者による介護の禁

止 

第７８条第２項（準用する場合を含む。）、

第９９条第２項、第１３９条第８項、第１６３

条第９項 
小規模多機能型居宅介護、複合型サービス、地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユニット型

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、認

知症対応型共同生活介護 

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス、地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護、認知症対

応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生

活介護、ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護 

すべての地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複合型サービ

ス 

すべての地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪

問介護 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

� 常時１人以上の介護職員の従事 第１３９条第７項、第１６３条第８項 

� 入所者の入院期間中の取扱い 

 

 

 

 
� 入院後おおむね３か月以内に退院することが明らかに見込まれ

るときは、その者及びその家族の希望等を勘案し、必要に応じて

適切な便宜を供与しなければならない。 

� やむを得ない事情がある場合を除き、退院後再び当該施設に入

所することができるようにしなければならない。  

第１４５条（準用する場合を含む。） 

� 管理者の専従常勤 

 

第１４６条（準用する場合を含む。） 

 

 

 

 

 

 

 

従

う 

べ 

き 

基 

準 

� 勤務体制の確保等 

 

 

 
� 入居者が安心して日常生活を送ることができるよう、継続性を重

視したサービスの提供に配慮する観点から、下記の職員配置を

行わなければならない。 

一   ①昼間は、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職

員を配置。 

二   ②夜間及び深夜は、二ユニットごとに１人以上の介護職員又は

看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置。 

三   ③ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置。 

� 当該施設の従業者が介護サービスを提供しなければならない。

ただし、入居者に対する介護サービスの提供に直接影響を及ぼ

さない業務については、この限りでない。  

第１６７条第２項・第３項 

４．定員等  

� 認知症対応型共同生活介護の入居定員等 
� 共同生活住居 １又は２。 

※平成１８年４月１日に、２を超える共同生活

住居を有していたものは、当分の間、当該共

同生活住居を有すること可。 

� 入居定員 ５人以上９人以下。 

� 必要な設備 居間、食堂、台所、浴室、消火設備その他の

非常災害に際して必要な設備その他利用者

が日常生活を営む上で必要な設備を設置。  

第９３条第１項・第２項（居室を除く。） 

標 

準 

と 

す 

べ 

き 

基 

準 

� 複合型サービス 
� 登録定員 ２５人以下。 

通いサービス 登録定員の１／２から１５人

まで 

� 利用定員 

 

 

 
宿泊サービス 通いサービスの利用定員の

１／３から９人まで  

第１７４条第１項・第２項 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユ

ニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユ

ニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユ

ニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護 

ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

５．基本方針  

参 

酌 

す 

べ 

き 

基 

準 

� 事業の基本方針 第３条の２、第４条、第４１条、第６２条、

第８９条、第１０９条、第１３０条、第１５９

条、第１７０条 

すべての地域密着型サービス 



-15- 

省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

６．設備及び備品等  

参 

酌 

す 

べ 

き 

基 

準 

� サービス提供に必要な設備・備品等 

 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 � 必要な広さを有する専用の区画等必要な設備・備品 

� 事業所ごとに、利用者の心身の状況等の情報を蓄積することが

できる機器等 

※適切に利用者の心身の状況等の情報を蓄積するための体制

を確保している場合で、オペレーターが当該情報を閲覧できると

きは、備えないこと可。 

� 随時適切に利用者からの通報を受けることができる通信機器等  

� 利用者に対し、通信のための端末機器を配布 

※利用者が適切にオペレーターに随時の通報を行うことができる

場合を除く。 

� 夜間対応型訪問介護事業者の指定を併せて受け、かつ、当該事

業と夜間対応型訪問介護事業が同一の事業所において一体的

に運営されている場合は、夜間対応型訪問介護事業の設備に関

する基準を満たすことをもって、当該事業の基準を満たしているも

のとみなす。 

夜間対応型訪問介護 

 � 必要な広さを有する専用の区画等必要な設備・備品 

� オペレーションセンターごとに、利用者の心身の状況等の情報を

蓄積することができる機器等 

※適切に利用者の心身の状況等の情報を蓄積するための体制

を確保している場合で、オペレーターが当該情報を閲覧できると

きは、備えないこと可。 

� 随時適切に利用者からの通報を受けることができる通信機器等  

� 利用者に対し、通信のための端末機器を配布 

※利用者が適切にオペレーションセンターに随時の通報を行うこ

とができる場合を除く。 

� 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せて受

け、かつ、当該事業と定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

が同一の事業所において一体的に運営されている場合は、定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業の設備に関する基準を満た

すことをもって、当該事業の基準を満たしているものとみなす。 

単独型・併設型認知症対応型通所介護 

 � 食道及び機能

訓練室 

３㎡に利用定員を乗じて得た面積以上。食

事や機能訓練に支障がなければ同一の場

所とすること可。 

 � 相談室 遮蔽物等の設備による相談内容の漏洩防

止。 

 � 静養室、事務室、消火設備等の非常災害設備その他の必要

な設備・備品 

原
則
と
し
て
専
用 

共用型認知症対応型通所介護 

 � 居宅サービス、地域密着型サービス、居宅介護支援、介護予防

サービス、地域密着型介護予防サービス若しくは介護予防支援

の事業又は介護保険施設若しくは介護療養型医療施設の運営

について３年以上の経験を有する者。 

認知症対応型共同生活介護 

 � 居室の定員 １人。ただし、利用者の処遇上必要と認められ

る場合は、２人可。 

 � 居間及び食堂 同一の場所可。 

 � 利用者の家族との交流の機会の確保や地域住民との交流を図る

観点から、住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域

住民との交流の機会が確保される地域にあるようにしなければな

らない。  

第３条の６、第８条、第４４条、第４６条第

２項、第６７条（第１項に規定する宿泊室

及び第２項第２号ロを除く。）、第９３条

（第１項・第２項及び第４項を除く。）、第１

１２条、第１３２条（第１項第１号ロを除

く。）、第１６０条（第１項第１号イ（３）（ⅰ）

を除く。）、第１７５条（第１項に規定する

宿泊室及び第２項第２号ロを除く。） 

すべての地域密着型サービス 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

参 

酌 

す 

べ 

き 

基 

準 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

 � 建物の構造 ・耐火建築物又は準耐火建築物。 

・市町村長が、火災予防、消火活動等に関し

専門的知識を有する者の意見を聴いて、下記

のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建

ての建物であって、火災に係る利用者の安全

性が確保されていると認めたときは、耐火建築

物又は準耐火建築物とすることを要しない。 

①  ①スプリンクラー設備の設置、天井等の内装

材等への難燃性の材料の使用、調理室等

火災が発生するおそれがある箇所における

防火区画の設置等により、初期消火及び延

焼の抑制に配慮した構造。 

②非常警報設備の設置等による火災の早

期発見及び通報の体制が整備されており、

円滑な消火活動が可能なもの。 

③避難口の増設、搬送を容易に行うために

十分な幅員を有する避難路の確保等によ

り、円滑な避難が可能な構造で、かつ、避

難訓練を頻繁に実施すること、配置人員を

増員すること等により、火災の際の円滑な

避難が可能なもの。 

・利用者が車椅子で円滑に移動することが可

能な空間と構造を有するもの。 

・建築基準法及び消防法の定めによる。 

 � 一時介護室、浴室、便所、食堂及び機能訓練室を有しなければ

ならない。ただし、他に利用者を一時的に移して介護を行うため

の室が確保されている場合は一時介護室を、他に機能訓練を行

うために適当な広さの場所が確保できる場合は機能訓練室を、

利用者が同一敷地内にある他の事業所、施設等の浴室及び食

堂を利用できる場合は浴室及び食堂を設けないこと可。 

 � 介護居室 ・一室の定員は１人（利用者の処遇上必要な

場合は２人）。 

・プライバシー保護に配慮し介護に適当な広

さ。 

・地階は不可。 

・一以上の出入口は、避難上有効な空き地、

廊下又は広間に直接面して設けること。 

 � 一時介護室 介護に適当な広さ。 

 � 浴室 身体の不自由な者の入浴に適したもの。 

 � 便所 居室のある階ごとに設置し、非常用設備を

備えていること。 

 � 食堂 機能を十分に発揮し得る適当な広さ。 

 � 機能訓練室 機能を十分に発揮し得る適当な広さ。 

 � 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備。 

小規模多機能型居宅介護 

 � 居間、食堂、台所、浴室、消火設備その他の非常災害に際し

て必要な設備その他サービスの提供に必要な設備及び備品

等。 

原
則
専
用 

 � 居間及び食堂 機能を十分に発揮し得る適当な広さ。 

個室 一室の定員は１人（利用者の処

遇上必要な場合は２人）。 

 � 宿泊室 

個室以外 合計面積が、１人あたりおおむ

ね７．４３㎡以上で、利用者のプ

ライバシーが確保された構造。

（プライバシーが確保された居

間は、面積に含めてよい。） 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

参 

酌 

す 

べ 

き 

基 
準 

 � 利用者の家族との交流の機会の確保や地域住民との交流を図

る観点から、住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域

住民との交流の機会が確保される地域にあるようにしなければな

らない。 

複合型サービス 

 � 居間、食堂、台所、浴室、消火設備その他の非常災害に際

して必要な設備その他サービスの提供に必要な設備及び

備品等。 

原

則

専

用 

 � 居間及び食堂 機能を十分に発揮し得る適当な広さ。 

個室 一室の定員は１人（利用者の処

遇上必要な場合は２人）。 

 � 宿泊室 

個室以外 合計面積が、１人あたりおおむ

ね７．４３㎡以上で、利用者のプ

ライバシーが確保された構造。

（プライバシーが確保された居

間は、面積に含めてよい。） 

 � 利用者の家族との交流の機会の確保や地域住民との交流を図

る観点から、住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域

住民との交流の機会が確保される地域にあるようにしなければな

らない。 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 � 居室 ・一室の定員は１人（利用者の処遇上必要な

場合は２人）。 

・ブザー又はこれに代わる設備を設置。 

 � 養静室 ・介護職員室又は看護職員室に近接して設

置。 

 � 浴室 ・要介護者が入浴するのに適したもの。 

 � 洗面設備  ・居室のある階ごとに設置。 

・要介護者が使用するのに適したもの。 

 � 便所  ・居室のある階ごとに居室に近接して設置。 

 ・ブザー又はこれに代わる設備を設置。 

・要介護者が使用するのに適したもの。 

 � 医務室 ・医療法に規定する診療所とし、入所者を診

療するために必要な医薬品及び医療機器を

備え、必要に応じて臨床検査設備を設置。

※サテライト型居住施設については必要とせ

ず、入所者を診療するために必要な医薬品

及び医療機器を備え、必要に応じて臨床検

査設備を設けることで足りる。 

 � 食 堂 及 び 機 能

訓練室 
・それぞれ必要な広さを有し、合計面積が３

㎡に入所定員を乗じて得た面積以上。ただ

し、食事の提供又は機能訓練を行う場合に

おいて、当該食事の提供又は機能訓練に支

障がない広さを確保することができるときは、

同一の場所でも可。 

・必要な備品を設置。 

 � 廊下幅 １．５ｍ以上（中廊下の幅は１．８ｍ以上）。な

お、廊下の一部の幅を拡張すること等によ

り、入所者、従業者等の円滑な往来に支障

が生じないと認められるときは、これによらな

くても可。 

 � 消 火 設 備 そ の

他 の 非 常 災 害

設備 

必要な設備を設置。 

 � その他 設備は、原則専用。ただし、入所者の処遇に

支障がない場合は、この限りでない。 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

参 

酌 

す 

べ 

き 

基 
準 

ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 � 居室 ・一室の定員は１人（利用者の処遇上必要

な場合は２人）。 

・いずれかのユニットに属するものとし、共

同生活室に近接して一体的に設置。 

・１ユニットの入居定員は、おおむね１０人

以下。 

・ユニットに属さない居室を改修したものに

ついては、入居者同士の視線の遮断の確

保を前提にした上で、居室を隔てる壁につ

いて、天井との間に一定の隙間が生じてい

ても差し支えない。 

・ブザー又はこれに代わる設備を設置。 

 � 共同生活室 ・いずれかのユニットに属し、入居者が交流

し、共同で日常生活を営むための場所とし

てふさわしい形状を有すること。 

・１つの共同生活室の床面積は、２㎡に属

するユニットの入居定員を乗じて得た面積

以上を標準。 

・必要な設備及び備品を設置。 

 � 洗面設備  ・居室ごとか、共同生活室ごとに適当数設置。 

・要介護者が使用するのに適したもの。 

 � 便所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユ

ニ

ッ

ト 

 ・居室ごとか、共同生活室ごとに適当数設置。

 ・ブザー又はこれに代わる設備を設置。 

・要介護者が使用するのに適したもの。 

 � 浴室 ・要介護者が入浴するのに適したもの。 

 � 医務室 ・医療法に規定する診療所とし、入所者を

診療するために必要な医薬品及び医療機

器を備え、必要に応じて臨床検査設備を設

置。 

※サテライト型居住施設については必要と

せず、入居者を診療するために必要な医

薬品及び医療機器を備え、必要に応じて

臨床検査設備を設けることで足りる。 

 � 廊下幅 １．５ｍ以上（中廊下の幅は１．８ｍ以上）。

なお、廊下の一部の幅を拡張すること等に

より、入居者、従業者等の円滑な往来に支

障が生じないと認められるときは、これによ

らなくても可。 

 � 消火設備その他

の非常災害設備 
必要な設備を設置。 

 � その他 浴室、医務室、廊下幅及び消火設備その

他の非常災害設備は、原則専用。ただし、

入居者の処遇に支障がない場合は、この

限りでない。 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

７．その他の運営に関する基準  

� サービス提供困難時の対応 第３条の９（準用する場合を含む。）、第６

１条、第１３３条（準用する場合を含む。） 

� 受給資格等の確認 第３条の１０（準用する場合を含む。） 

� 要介護認定の申請に係る援助 第３条の１１（準用する場合を含む。） 

� 心身の状況等の把握 第３条の１２（準用する場合を含む。） 

� 居宅介護支援事業者等との連携 第３条の１３（準用する場合を含む。）、第

６９条（準用する場合を含む。） 

� 法定代理受領サービスを受けるための援助 第３条の１４（準用する場合を含む。）、第

１１５条 

� 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第３条の１５（準用する場合を含む。） 

� 居宅サービス計画等の変更の援助 第３条の１６（準用する場合を含む。） 

� 身分証の携行 第３条の１７（準用する場合を含む。）、第

７０条（準用する場合を含む。） 

� サービス提供の記録 第３条の１８（準用する場合を含む。）、第

１３５条（準用する場合を含む。）、第９５

条、第１１６条 

参 

酌 

す 

べ 

き 

基 
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� 利用料等の受領 第３条の１９（準用する場合を含む。）、第

４ ９ 条 、 第 ７ １ 条 （ 準用 する 場 合を 含

む。）、第９６条、第１１７条、第１３６条、第

１６１条 

すべての地域密着型サービス 

すべての地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪

問介護、小規模多機能型居宅介護、複合型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪

問介護、認知症対応型通所介護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪

問介護、認知症対応型通所介護、地域密着型特定

施設入居者生活介護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪

問介護、認知症対応型通所介護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪

問介護、認知症対応型通所介護、 

すべての地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪

問介護、小規模多機能型居宅介護、複合型サービ

ス、認知症対応型通所介護 

すべての地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型

訪問介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生

活介護、ユニット型地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護、小規模多機能型居宅介護、複合型

サービス、認知症対応型通所介護 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

� 保険給付のための証明書等の交付 第３条の２０（準用する場合を含む。） 

� サービスの基本取扱方針、具体的取扱方針等 第３条の２１、第３条の２２、第９条、第１０

条、第５０条、第５１条、第７２条、第７３条

（第５項及び第６項を除く。）、第９７条（第

５項及び第６項を除く。）、第１１８条（第４

項及び第５項を除く。）、第１３７条（第４

項及び第５項を除く。）、第１６２条（第６

項及び第７項を除く。）、第１７６条、第１７

７条（第５項及び第６項を除く。） 

� 主治医との関係 第３条の２３（計画及び訪問看護計画書

の提出に係る部分に限る。） 

� サービス計画等の作成 第３条の２４、第１１条、第５２条、第７４条

（準用する場合を含む。）、第７７条、第９

８条、第１１９条、第１３８条（準用する場

合を含む。）、第１７９条 

� 利用者に関する市町村への通知 第３条の２６（準用する場合を含む。） 

� 緊急時等の対応 第３条の２７、第１２条（準用する場合を

含む。）、第８０条（準用する場合を含

む。）、第１８０条、第１３６条（準用する場

合を含む。） 

� 管理者等の責務 第３条の２８、第１３条、第５３条（準用す

る場合を含む。） 

� 運営規程 第３条の２９、第１４条、第５４条、第８１条

（準用する場合を含む。）、第１０２条、第

１２５条、第１４８条、第１６６条 

参 

酌 

す 

べ 

き 

基 
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� 勤務体制の確保等 第３条の３０、第１５条、第５５条（準用す

る場合を含む。）、第１０３条、第１２６条、

第１４９条、第１６７条 

すべての地域密着型サービス 

すべての地域密着型サービス 

すべての地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪

問介護、小規模多機能型居宅介護、複合型サービ

ス、認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活

介護、地域密着型特定施設入居者生活介護 

すべての地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

すべての地域密着型サービス 

すべての地域密着型サービス 

すべての地域密着型サービス 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

� 衛生管理等 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護 

 � 従業員の清潔保持及び健康状態に関する必要な管理。 

 � 設備及び備品等の衛生的な管理。 

認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着

型特定施設入居者生活介護、小規模多機能型居宅介護、複合型

サービス 

 � 利用者が使用する施設、食器その他の設備や飲用水の衛生

的な管理又は衛生上必要な措置 

 � 感染症の発生及びまん延防止のため必要な措置。 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユニット型地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 � 入所者の使用する食器その他の設備又は飲用水の衛生的な

管理又は衛生上必要な措置 

 � 医薬品や医療機器の適正な管理。 

 � 感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないための以下

の措置。 

① 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対

策を検討する委員会をおおむね３か月に１回以上開催し、そ

の結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図

ること。 

② 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指

針を整備すること。 

③ 介護職員その他の従業者に対し、感染症及び食中毒の

予防及びまん延の防止のための研修を定期的に実施するこ

と。 

④ 厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒が疑われる際

の対処等に関する手順に沿った対応を行うこと。  

第３条の３１（準用する場合を含む。）、第

５８条（準用する場合を含む。）、第１５１

条（準用する場合を含む。） 

� 掲示 第３条の３２（準用する場合を含む。） 

� 広告 第３条の３４（準用する場合を含む。） 

� 居宅介護支援事業者に対する利益供与等の禁止 第３条の３５（準用する場合を含む。）、第

１０６条、第１５４条（準用する場合を含

む。） 

� 苦情処理 第３条の３６（準用する場合を含む。） 

� 地域との連携等 第３条の３７、第１６条、第５９条、第８５条

（準用する場合を含む。） 

� 会計の区分 第３条の３９（準用する場合を含む。） 

参 

酌 

す 

べ 

き 

基 
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� 記録の整備 

 

� 次の記録を整備し、２年間保存。 

・ サービス提供プラン 

・ サービス提供記録 

・ 利用者に関する市町村への通知に関する記録 

・ 苦情内容等に関する記録 

・ 事故状況、事故処理等に関する記録 

※各サービスに特有の記録については省略。 

第３条の４０、第１７条、第６０条、第８７

条、第１０７条、第１２８条、第１５６条（準

用する場合を含む。）、第１８１条 

すべての地域密着型サービス 

すべての地域密着型サービス 

すべての地域密着型サービス 

すべての地域密着型サービス 

すべての地域密着型サービス 

すべての地域密着型サービス 

すべての地域密着型サービス 

すべての地域密着型サービス 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

� 訪問看護事業者との連携 第３条の４２（準用する場合を含む。） 

� 入退所 第１３４条（準用する場合を含む。）、第９

４条 

� 介護サービスの提供等 第７８条（第２項を除く。）、第９９条（第２

項を除く。）、第１２０条、第１３９条（第７項

及び第８項を除く。）、第１６３条（第８項

及び第９項を除く。） 

� 食事 第１４０条、第１６４条 

� 機能訓練、健康管理、相談及び援助 第１２１条、第１２２条、第１２３条、第１４１

条（準用する場合を含む。）、第１４３条

（準用する場合を含む。）、第１４４条（準

用する場合を含む。）、 

� 社会生活上の便宜の提供等 第７９条（準用する場合を含む。）、第１０

０条、第１４２条、第１６５条 

� 計画担当介護支援専門員の責務 第１４７条（準用する場合を含む。） 

� 定員の遵守 第５６条、第８２条（準用する場合を含

む。）、第１０４条、第１５０条、第１６８条 

参 
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す 
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基 
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� 非常災害対策 第５７条（準用する場合を含む。）、第８２

条の２、第１０４条、第１５０条、第１６８条 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユ

ニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護、認知症対応型共同生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユ

ニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特

定施設入居者生活介護、小規模多機能型居宅介

護、複合型サービス 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユ

ニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユ

ニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護、地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユ

ニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護、認知症対応型共同生活介護、小規模多機能

型居宅介護、複合型サービス 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユ

ニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユ

ニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護、認知症対応型通所介護、認知症対応型共同

生活介護、小規模多機能型居宅介護、複合型サービ

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユ

ニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護、認知症対応型通所介護、認知症対応型共同

生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、

小規模多機能型居宅介護 
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省 令 が 定 め る 基 準 の 内 容 省 令 の 条 項 

� 協力病院等 第８３条（準用する場合を含む。）、第１５

２条（準用する場合を含む。）、第１０５

条、第１２７条 

� 介護の提供の開始等 第１１４条第３項・第４項 

� 利用者の家族との連携等 第１２４条 

� 調査への協力等 第８４条（準用する場合を含む。） 

� 管理者による管理 第１０１条 

� 法定代理受領サービスに係る報告 第７５条（準用する場合を含む。） 

� 利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付 第７６条（準用する場合を含む。） 

参 
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� 居住機能を担う併設施設等への入居 第８６条（準用する場合を含む。） 

 

 

 

 

 

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス 

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス 

認知症対応型共同生活介護 

小規模多機能型居宅介護、複合型サービス 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、ユ

ニット型地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特

定施設入居者生活介護、小規模多機能型居宅介

護、複合型サービス 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅

介護、複合型サービス 


